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＜ご案内＞

このスライドは2014年10月30日時点の公開情報に基づき作成しております。
実務対応においては、最新の情報確認が必要です。

2015年5月13日施行

意匠の国際登録制度
（ハーグ協定）の概要と

実務上の留意点について

海外意匠出願・もう一つのルート

東海支部 意匠・商標委員会
意匠チーム

２０１５年３月５日
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本日の予定
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１．協定概要

3

4

海外意匠出願の手続に関する国際条約

特許：PCT 商標：マドリッド条約プロトコル

WIPO（世界知的所有権機関）管轄

一つの出願により複数の加盟国に出願

日本：加盟のため改正法成立：2015年5月13日施行

協

定

概

要
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■ロンドンアクト(1934年) 

→2010年1月1日付けで凍結

■ヘーグアクト（1960年）

■ジュネーブアクト（1999年）
制定趣旨：実体要件審査国の加盟を促進

■規則（Rule）

●各締約国の国内意匠法・規則等

協定の枠組み

協

定

概

要
協定が優先適用

■実施細則（Administrative Instruction）

Hague Union

47 Geneva Act (1999) (including EU and OAPI)
15 Hague Act (1960)

62 Contracting Parties6
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ハーグ協定とマドリッドプロトコルの対比

ハーグ協定 マドリッドプロトコル

一つの出願で複数国に保
護を求める

可 可

通貨の一元化 スイスフラン スイスフラン

基礎出願・基礎登録の要
否

不要 要

自己指定 可 不可

出願書類の提出先 国際事務局 本国官庁を通じて国際事
務局

事後指定 不可 可

7

直接出願

指定国A 指定国C
指定国B

意匠
出願人

WIPO

国際事務局

基本となる願書の流れ

自国官庁の
経由は不要※

自国の意匠出願
又は登録は不要

※締約国により仲介官庁経由可
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２．国際出願

9

10

国

際

出

願

国際出願の必須記載事項

1. 国際登録を求める請求 A5(1)

2. 出願人の情報（同）

3. 1又は2以上の意匠の複製物(図面) （同）

4. 意匠を構成する一若しくは二以上の製品（同）

5. 指定国の表示（同）

6. 所定の手数料（同）

7. 創作者の表示※ A5(2) R11

8. 複製物の説明・意匠の特徴※（同）

9. 請求の範囲※（同）

※：締約国の官庁が審査官庁であり記載の要求をWIPOに通告した場合

凡例：A =ｼﾞｭﾈｰﾌﾞｱｸﾄ R=共通規則 I=実施細則
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意匠の複製物（図面） R9

国

際

出

願

1. 複製物の種類：一若しくは二以上の製品の写真又は他の図示の形式

2. 部分意匠出願

意匠保護を求めない形態は、実施細則に定めるように示すことができる

●実施細則 403（権利放棄）：複製物に関する簡潔な説明又は意匠の独自の特徴について
の簡潔な説明の中で、点線、破線又は色彩を用いて表す。

3. 締約国は、複数の図の要求及びこれらの図を要求する場合を宣言することができる

4. 締約国は、意匠若しくは製品が

①意匠若しくは製品が2次元：1図のみ要求できる

②意匠若しくは製品が3次元：6図まで要求できる

12

複数の意匠 A5(4)

①国際出願は2以上の異なる意匠を含むことができる。
最大100意匠まで R7(3)(v)
②意匠に係る物品は、国際分類の同じクラスに属する
こと 「同じクラス」：ロカルノ分類の同一区分

公開の延期（繰り延べ） A5(5)

国際出願は公開延期を求める請求を含むことができる

国

際

出

願



7

13

Class 1 FOODSTUFFS

Class 2 ARTICLES OF CLOTHING AND HABERDASHERY

Class 3 TRAVEL GOODS, CASES, PARASOLS AND PERSONAL BELONGINGS, NOT ELSEWHERE SPECIFIED

Class 4 BRUSHWARE

Class 5 TEXTILE PIECEGOODS, ARTIFICIAL AND NATURAL SHEET MATERIAL

Class 6 FURNISHING

Class 7 HOUSEHOLD GOODS, NOT ELSEWHERE SPECIFIED

Class 8 TOOLS AND HARDWARE

Class 9 PACKAGES AND CONTAINERS FOR THE TRANSPORT OR HANDLING OF GOODS

Class 10 CLOCKS AND WATCHES AND OTHER MEASURING INSTRUMENTS, CHECKING AND SIGNALLING INSTRUMENTS

Class 11 ARTICLES OF ADORNMENT

Class 12 MEANS OF TRANSPORT OR HOISTING

Class 13 EQUIPMENT FOR PRODUCTION, DISTRIBUTION OR TRANSFORMATION OF ELECTRICITY

Class 14
RECORDING, COMMUNICATION OR INFORMATION RETRIEVAL 
EQUIPMENT

Class 15 MACHINES, NOT ELSEWHERE SPECIFIED

Class 16 PHOTOGRAPHIC, CINEMATOGRAPHIC AND OPTICAL APPARATUS

Class 17 MUSICAL INSTRUMENTS

Class 18 PRINTING AND OFFICE MACHINERY

Class 19 STATIONERY AND OFFICE EQUIPMENT, ARTISTS' AND TEACHING MATERIALS

Class 20 SALES AND ADVERTISING EQUIPMENT, SIGNS

Class 21 GAMES, TOYS, TENTS AND SPORTS GOODS

Class 22 ARMS, PYROTECHNIC ARTICLES, ARTICLES FOR HUNTING, FISHING AND PEST KILLING

Class 23 FLUID DISTRIBUTION EQUIPMENT, SANITARY, HEATING, VENTILATION AND AIR‐CONDITIONING EQUIPMENT, SOLID FUEL

Class 24 MEDICAL AND LABORATORY EQUIPMENT

Class 25 BUILDING UNITS AND CONSTRUCTION ELEMENTS

Class 26 LIGHTING APPARATUS

Class 27 TOBACCO AND SMOKERS' SUPPLIES

Class 28 PHARMACEUTICAL AND COSMETIC PRODUCTS, TOILET ARTICLES AND APPARATUS

Class 29 DEVICES AND EQUIPMENT AGAINST FIRE HAZARDS, FOR ACCIDENT PREVENTION AND FOR RESCUE

Class 30 ARTICLES FOR THE CARE AND HANDLING OF ANIMALS

Class 31 MACHINES AND APPLIANCES FOR PREPARING FOOD OR DRINK, NOT ELSEWHERE SPECIFIED

Class 32 GRAPHIC SYMBOLS AND LOGOS, SURFACE PATTERNS, ORNAMENTATION

ロカルノ分類

＜特徴＞
①大くくりな32の区
分

②例：12類；Means 
of transportation 
or hoisting = 輸送
若しくは巻揚げ手
段→広範な製品を
含む

③32類：Graphic 
symbols and logos, 
surface patterns, 
ornamentation
→現在、日本では
このような物品特
定は認めない

14

WIPOホームページから出願可能

http://www.wipo.int/hague/en/forms/intermediate.html

出願人入力画面

オンライン出願初期画面
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オンライン出願完了ページ オフライン用願書

約80%が
オンライン出願

ｵﾝﾗｲﾝ

紙出願

出典：WIPO 2012
Hague Yearly Review 

16

出願登録費用 A7 R12

基本手数料

公開手数料

所定指定手数料

又は

個別指定手数料

一意匠目：¥４９,６２５
二意匠目以降：¥２,３７５/意匠

図面毎：¥2,125

■レベル1：実体審査を行わない締約国
一意匠目：¥5,250 二意匠目：¥250

■レベル2：新規性以外の実体審査を行う締約国
一意匠目：¥7,500 二意匠目：¥2,500

■レベル3：職権により又は第三者による異議申
立により新規性等の実体審査を行う締約国
一意匠目：¥11,250 二意匠目：¥6,250

実体的要件の審査官庁

（為替レート：スイスフラン=￥１２５）
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料金体系（為替レート：スイスフラン=￥125）

料金種別 単位 スイスフラン 日本円相当額

基本手数料 1意匠 397 49,625

追加意匠ごと 19 2,375

公開手数料 複製物（図面）ごと：複製物が電
子情報の場合

17 2,125

複製物（図面）ごと：複製物が
紙出願の場合

150 18,750

追加手数料 意匠に関する説明が100単語
を超える場合の一単語ごと

2 250

標準指定手数料 レベル1：1意匠 42 5,250

レベル1：追加意匠ごと 2 250

レベル2：1意匠 60 7,500

レベル2：追加意匠ごと 20 2,500

レベル3：1意匠 90 11,250

レベル3：追加意匠ごと 50 6,250

個別指定手数料 締約国毎に規定

17

ハーグ協定と直接出願の料金比較

出願国 直接出願 円換算 ハーグ協定 円換算 差額

基本料金 － － 397 49,625 －

OHIM 350ﾕｰﾛ 46,900 67 8,375 －

シンガポール 250S$ 22,000 42 5,250 －

トルコ 190ﾄﾙｺﾘﾗ 9,120 42 5,250 －

公開費用 － － 102 12,750 －

合計 － 78,020 650 81,250 3,230

18

条件：一意匠を６図面で出願し、国内外代理人に委任しない。年金：5年分を納付

（為替レート：スイスフラン=￥125，ユーロ＝¥134，シンガポールドル=￥88，
トルコリラ=￥48）
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日本での権利化に係る費用の比較

日本特許庁に対する直接
出願

国際出願による自己指定

出願費用・基本手数料 16,000 49,625

公開費用 － 12,750

登録費用・個別手数料 59,300 59,300

合計 75,300 121,675

19

条件：一意匠を６図面で出願し、国内外代理人に委任しない。年金：5年分を納付

３．国際事務局審査

20
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国
際
事
務
局
審
査

国際出願の出願日の特定 A9

①国際事務局に直接出願：国際出願を受領した日

②仲介官庁（※）経由の直接出願：※仲介官庁：国際出願を国
際事務局へ転送する業務を行う官庁

：国際出願を受領した日

③国際事務局による受理の日に、国際出願が国際出願
日の延期を伴う不備を有する場合：不備の補正を受理し
た日

■国際事務局は国際出願日認定可否の審査を行う（A8
A9 R14）

⇒国際出願日の認定は国際登録の成立に直結するため
（A10）、国際事務局の審査は重要

22

国
際
事
務
局
審
査

国際出願日が延期となる不備（R14（2））

ア）国際出願が所定言語（英・仏・西）で作成せず（同（a））
イ）次のいずれかの要素が国際出願に不足する（同（b））

①ハーグ協定ジュネーブアクトに基づく国際登録を求める旨の明示
又は暗黙の表示
②出願人の同一性を確認できる表示
③出願人又は代理人と連絡を取ることが十分にできる表示
④意匠の複製物又は見本
⑤少なくとも一の締約国の指定

■国際出願日の認定：国際事務局による補正の受理の日（R14（2））

■国際出願の不備→二種類の「不備」がある
●国際出願日が延期とならない不備（A8 R14（1））
●国際出願日が延期となる不備（A9（3） R14（2））

出願の不備
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４．国際登録

23

24

国

際

登

録

国際出願の登録 A10

■国際登録の成立（A10（1））

①国際事務局は国際出願を受理し、方式審査を行った
後、若しくは、補正を受領した後、直ちに意匠を登録する
②前記の登録は国際公開の延期（繰り延べ）（A11）が行
われているか否かを問わず行う

■国際登録日の特定（A10（2））
①国際出願の出願日が国際登録日となる
②締約国が求める追加情報（A5（2））に不備があり、その
後不備が補正された場合：不備の補正を受理した日等→
不備のない締約国の国際登録日も遅れることに注意

●直ちに意匠は原則公表しない
●直ちに各国審査は開始しない

但し
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国際登録の効果 A14

■国際登録は、国際登録日から指定国において、指定国の法令に
基づき意匠の保護の付与を求める正規になされた出願と、少なくと
も同一の効果を有する（A14（1））

■国際登録の効果の拒絶：各指定国は、国際公表の日から定めら
れた拒絶の通報期間内であれば国際登録の効果を拒絶できる。

⇒拒絶の通報期間内に拒絶通報を行わない場合、遅くとも拒絶通報
期間の満了日から、また、拒絶通報がなされた後それが取り下げら
れた場合にはその取下げの日から、国内法令に基づく意匠保護と
同一の保護を与える（A14（2））

国
際
登
録
日

国内法令と同一効果 指
定
国
審
査
着
手

指
定
国
に
お
け
る
拒
絶

通
報
期
間
満
了
日

同一の効果

国

際

登

録

国
際
公
開

国際登録の効果を拒絶する制度の指定国

26

国際登録の保護期間 A17

1.原則：国際登録の日から起算して15年間

■例外：締約国の国内法令が15年を超える保護期間を
定める→国内法令の定める期間とする

例：欧州共同体登録意匠 出願から最長25年

2.更新制
・初期保護期間：国際登録日から5年間
・国際登録日から5年毎の年金制

3.一括更新

すべての指定国若しくは一部の指定国について行うこと
ができる

国

際

登

録
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５．国際公表

27

28

国

際

公

表

国際公表までの流れ（確認）

国
際
出
願

国
際
登
録

国
際
公
表

出願内容は秘密出願内容は秘密
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http://www.wipo.int/hague/en/bulletin/

ロカルノ区分

製品名

権利者名

国際登録番号

国際登録日

国際意匠公報（例１）

30

11：国際登録番号 15：国際登録日 73：権利者名/住所 74：代理人名/住所
51：ロカルノ区分 54：製品の表示 81：指定国



16

31

国際意匠公報（例２）

11：国際登録番号
15：国際登録日
73：権利者名/住所
74：代理人名/住所
51：ロカルノ区分
54：製品の表示
81：指定国

32

国際意匠公報（例３）

11：国際登録番号 15：国際登録日 73：権利者名/住所 74：代理人名/住所
51：ロカルノ区分 54：製品の表示 81：指定国
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国際意匠公報（例４）：19意匠の登録

33

国際公表 A10(3)

■国際事務局が国際公表を行う（A10（3）（a））
WIPO HP: International Design Bulletin

■国際公表はすべての締約国において十分な
公開とみなされ、締約国は名義人に対しそれ以
外の公開を要求できない （同）

■国際事務局は、国際公表の写を各指定官庁
に送付する （同（b））

■国際事務局は国際公表まで、国際出願若しく
は国際登録の内容を秘密に維持する （A10（4））

国

際

公

表
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国際登録

●原則: 6 ヶ月
■個別の請求により、即時公表も可能
■個別の請求により、公表繰延べも可能（指定国が認める場合）

ただし、繰り延べは指定締約国の中で最も短い繰り延べ期間を
採用している国に合わせて行われる

国際公表

国際公表のタイミング

6ヶ月（原則）

国際公表の時期と公開延期（繰り延べ） A11

■ケース１：出願人が公表を請求した場合

→国際登録後直ちに公表 (R17(1)(i) 及び願書13項目)

■ケース２：出願人が公表延期を請求した場合であり、延
期を請求したすべての指定国が同一の延期期間を認め
ている場合
→請求した延期期間が満了した日又は満了したとみなさ
れた日の後直ちに公表 (R17(1)(ii))

●国際公表の延期（繰延）制度 ( A11  R16)
①趣旨：出願人が国際公表の時期を調整可能とする
②延期最長期間：国際出願日若しくは優先日から30か月 (R16(1)(a))

③延期期間中でもすべての若しくは一部の意匠の公表を請求できる
(R11(4)(a))

*******************************国

際

公

表
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国際公表の時期と公表延期（繰り延べ） A11

■ケース３：出願人が公表の延期を請求した場合であり、
延期を請求した複数の指定国毎に認める延期期間が異な
る場合
→もっとも短い延期期間の満了後直ちに公開 (A11(2)(ii))国

際

公

表

■ケース４：ケース１から３のいずれにも該当しない場合
→国際登録日から６か月後に国際公表 (R17(1)(iii))

例：指定国名：公表に関する宣言内容

シンガポール：公表の延期を認めない。デンマーク：６か月の公表延
期を認める。エストニア：１２か月の公表延期を認める

パタン1：指定国をシンガポール、デン

マーク、エストニアとし、１２か月の国
際公表延期を請求

国際公表の延期は
できない(A11(3)(i))

パタン2：指定国をデンマーク、エスト

ニアとし、１２か月の国際公表延期を
請求

国際公表の延期は
６か月間可能
(A11(2)(ii))

願書において、公表延期に関する注意喚起の記載がある

←直ちに公表を求める場合

←公表延期を求める場合

国

際

公

表

38
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国際公表 延期（繰延） 主要統計

出典：WIPO 2012 Hague Yearly Review 

国際登録後直ちに公表

国際登録から6ヶ月後公表

公表延期請求

６．指定国審査

40
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指

定

国

審

査

指定国官庁の拒絶通報 A12 R18

１．国際登録の効果を拒絶できる場合

国際登録の意匠が、指定国の国内法令の保護条件を満た
していない国際登録 (A12(1)前段)

2. 国際登録の効果を拒絶できない場合

国際出願の形式若しくは内容に関する条件が、指定国の
国内法令を満たしていない国際登録 (A12（1）後段)
国際登録の効果を拒絶できない例：国際登録は一図のみが特定する
三次元物品の意匠であるが、指定国の国内法令が六図を求めている
場合

指定国官庁は、①所定の期間内に、

②国際登録の拒絶 を国際事務局に通報する
（拒絶通報） (A12(2))

42

指

定

国

審

査

ア）拒絶通報期間：国際公表から６か月 (R18(1)(a))
イ）審査官庁若しくは異議申立制度をもつ指定国官庁：
１２か月 に変更可能 (R18(1)(b))
●１２か月に変更した場合、国際登録の効果発生時期を、通報期間の１２か月経過後
若しくはその後６か月を超えないとできる (R18(1)(c)(i))

②国際登録の拒絶（拒絶通報）

指
定
国
官
庁

国
際
事
務
局

出
願
人

①の期間内に拒絶通報
A12(2)(a)

拒絶の根拠となるすべての
理由を記載する A12(2)(b)

通報写送付
12(3)(b)

国内法令と

同等の救済
手段を有す
A12(3)(b)

①所定の期間
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43

指

定

国

審

査

イ）拒絶通知の内容：次の情報を含むものとする （R18（2）（b））
④拒絶理由が先の国内登録等と類似する関係にある場合、登録番号、
先の意匠の複製物の写等 （同iv ）

R18(5)

国際事務局は、R18（2）に基づいた通知を、それが拒絶通知の場合は、
国際事務局への送付日付の表示とともに、国際登録簿に記録する

R32(1)(iv)

何人も、国際登録簿又は国際登録のファイルの内容について記載された
情報を、手数料の支払いを条件に、国際事務局から入手できる

競合企業が登録拒絶の理由となった先行意匠の情報を入手でき、意
匠権抵触回避のヒント、若しくは、権利行使のきっかけを与える

44

指

定

国

審

査
ア）原則任意

イ）但し、拒絶通報後、拒絶理由が撤回し保護認容となった
場合は、出願の補正内容を国際事務局に通報する義務が
ある。

④ 保護認容声明

③ 拒絶の取り下げの通報

指定国の官庁は、拒絶の通報を行った意匠について、後に
拒絶の理由が解消した場合には、WIPO国際事務局に対し
て拒絶の取下げの通報を行う。



23

７．加盟予定国の検討状況と宣言事項

45

46

＜宣言事項＞
ヘーグ協定ジュネーブアクトの締約国は、国際事務局長
に対し、ヘーグ協定ジュネーブアクト及び規則で定めら
れた所定の宣言を行うことで、締約国を指定する国際出
願について、締約国の法令に合わせた手続要件を課す
こと等が可能である。

→自国について、ハーグ協定の基本ルー
ルとは異なる運用を行うことができる。

加盟予定国の検討状況と宣言事項
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47

締約国の法令において、一出願に複数の意匠を含
めることを禁止している場合、当該締約国は、本規
定にかかる宣言をすることができる。

＜本宣言を行っている国・地域＞
シンガポール、ルーマニア、韓国 、エストニア、リト
アニア、シリア・アラブ共和国
Cf.米国・中国も宣言予定

Article 13(1) 意匠の単一性の要件

48

公開繰延べ期間の最長期間に関し、出願人は、
宣言において定められた３０月未満の最長繰延
べ期間内で、公開繰延べの請求をすることができ
る。

＜本宣言を行っている国・地域と期間＞

デンマーク（６）、ノルウェー（６）、フィンランド（６）、
ＯＡＰＩ（１２）、エストニア（12）、クロアチア（12）、セ
ルビア（12）、シリアアラブ共和国（12）（かっこ内
は最長繰延べ期間）

Article 11(1)(a) ３０月未満の公開繰延べ期間
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49

締約国の法令において公開繰延べを認めていな
い場合、本規定にかかる宣言を行うことにより、
出願人は国際登録の公開繰延べを申請すること
ができなくなる。

＜本宣言を行っている国・地域＞

アイスランド、モナコ、ハンガリー、ルーマニア、ウ
クライナ、シンガポール
Cf.米国・中国も宣言予定

Article 11(1)(b) 公開繰延べの禁止

50

実体審査国及び政府間機関に限り、本規定にか
かる宣言を行うことにより、１２か月とすることが
できる。

＜本宣言を行っている国・地域＞

スペイン、トルコ、フィンランド、アイスランド、キル
ギス、リトアニア、モルドバ共和国、ルーマニア、
シンガポール、シリア・アラブ共和国、韓国
Cf.米国・中国・日本も宣言予定

Rule 18(1)(b) 拒絶通報可能期間の１２月への延長



26

51

日本の主な留保事項

 実体審査制度 (Article 4 (1)(b))

 個別手数料 (Article 7 (2))

 特定の図の提出要求 (Rule 9 (3)(a))

 拒絶通報期間の12ヶ月への延長 (Rule 19 (1)(b))

 権利保護期間を20年とする（Article17(3)(c), Rule36(2))

加盟予定国情報
ハーグ協定ジュネーブアクト １５周年記念シンポジウム（2014/6/9WIPO本部）より

52
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政府代表プレゼン：中国

53

■宣言予定事項

①意匠の特徴的な内容記載の要求 Art 5(2)(b)(ii)
｛国内法規則28｝出願日認定条件

②個別指定料の徴収 Art 7(2)

③国際公表の繰延請求（deferment）不可 Art 11(1)(b)

④一出願一意匠の原則維持 Art 13(1)
例外：
あ）同一商品に関する複数の類似する意匠（10意匠を超えないこと）
い）同一ロカルノクラスに属する物品に組み込む複数の意匠

⑤国際登録の譲渡は“個別証明書”が必要 Art 16(2)

政府代表プレゼン：中国

54

■宣言予定事項

⑥意匠が三次元形態であり、意匠の不可欠な形態が六
面に現れている場合は、六面図の提出が必要である。意
匠の不可欠な形状が一若しくはいくつかの形態に現れて
いる場合は、これらの図と斜視図が必須
Rule 9(3)(a)

⑦拒絶通報の通知期限は12ヶ月 Rule 18(1)(b)

➇拒絶通報の通知を発送しない場合は、保護認容声明
を発送 Rule 18bis(1)
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政府代表プレゼン：ロシア

55

■2014年末まで：必要な書面の準備を行う

■宣言事項
①創作者名称記載の要求 Art 5(2)(b)(i)

②意匠の特徴記載の要求 Art 5(2)(b)(ii)

③個別指定料の賦課 Art 7(2)

④国際公表の繰延請求：30ケ月以下を容認 Art 11(1)

⑤独自の単一性要求 Art 13(1)

政府代表プレゼン：ロシア

56

■宣言事項

⑥国際登録の譲渡は“個別証明書”が必要 Art 16(2)

⑦特別の図面の要求 Rule 9(3)(a)

➇拒絶通報期限は12ヶ月 Rule 18(1)(c)(i)

⑨権利保護期間は国内法と同じ Art 4(2)
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政府代表プレゼン：韓国

57

■2014年07月01日 受付開始

■宣言事項

①個別指定料の賦課 Art 7(2) 審査分類のみ(2,5,19以外)

②国際登録の譲渡：“個別証明書”が必要 Art 16(2)

③特別の図面の要求：組物とタイプフェイス Rule 9(3)(a)

④拒絶通報期限 Rule 18(1)(c)(i)
・審査分野（2,5,19区分以外）：12ヶ月
・無審査分野（2,5,19区分）：6ヶ月

⑤権利保護期間は国内法と同じ最長20年 Art 17(3)(c)

政府代表プレゼン：アメリカ

58

■進捗状況
日本と同様、アメリカが、2月13日に加入書を国際事務

局に寄託→2015年5月13日以降、ハーグ協定ジュネーブ
アクトによる国際意匠出願が可能。

■宣言事項

①クレイム記載の要求 Art 5(2)(a)  Rule 11(3)

②個別手数料の二段階納付 Art 7(2)  Rule 12(3)

③国際公表の繰延請求不可 Art 11(1)(b)

④意匠の単一性：一の独立した明瞭な意匠 Art 13(1)
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政府代表プレゼン：アメリカ

59

■宣言事項

⑤国際登録の譲渡は“個別証明書”が必要 Art 16(2)

⑥権利保護期間は国内法と同じ15年 Art 17(3)(c)

⑦意匠創作者の情報を要求 Rule 8

➇USPTOが国際出願を受理した場合、6ｹ月以内(通常1月
以内)に国際事務局に送付すれば受理日が国際出願に
なる Rule 13(4)

⑨拒絶通報期限：12ヶ月 Rule 18(1)(b)

８．日本企業の活用方法

60
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●1 自国指定

※国際公表、拒絶通報内容の開示、5年毎更新制等に注意

●2 日本は直接、海外はハーグ

※優先権を主張しハーグ協定出願

※審査主義国日本の登録査定の効果：登録の有効性の推認

●3 包装・ﾊﾟｯｹｰｼﾞなど商標登録の代替手段

日本企業の活用方法

62

東海支部 意匠・商標委員会
意匠チーム

２０１５年３月５日

ご清聴ありがとうございました。
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商標審査基準改訂の
概要と出願時の注意点

平成２７年３月５日
日本弁理士会東海支部意匠商標委員会

64

新しいタイプの商標

追加された新商標：動き商標・色彩のみからなる商標・ホログラム商標・音商標・位置商標

※匂い商標、触感商標、味商標は、今後の課題として見送られた。

①動き商標 →文字や図形などが時間の経過に伴って変化（移動）する商標

※文字図形等そのものが変化する場合と、文字図形等は変化しないが商標記

載欄において動く場合の双方が考えられる。

②色彩のみからなる商標→単色又は複数の色彩の組み合わせからなる商標（輪郭のない商

標で従来から保護されていた「図形等と色彩が結合した商標」と

は異なる。）

③ホログラム商標 →文字や図形などが、ホログラフィーその他の方法により変化（移

動）する商標

④音商標 →音楽や音声などからなる商標であり聴覚で認識される商標

⑤位置商標 →図形などの商標であって商品などに付す位置が特定されるもの

商標の奥行きが広くなり、
CM広告を含めたブランデ
ィング活動が可能に！

特に、「動き商標」と「音商標」は相当数の出願が予想される。



33

商標の定義

改正商標法第２条第１項
この法律で「商標」とは、人の知覚によって認識することができるもののうち、文
字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結合、音その他政令で定め
るもの（以下「標章」という。）であって、次に掲げるものをいう。

・標章の構成要素として、「色彩」と「音」が追加された。
・「動き」「ホログラム」「位置」そのものは、標章の構成要素とはされていない。
・新しいタイプの商標を出願する際には、その意思表示として、願書に、【動き商標】
【ホログラム商標】【色彩のみからなる商標】【音商標】又は【位置商標】と記載する
必要がある。（改正商標法第５条第２項）

65

商標法第５条２項：次に掲げる商標について商標登録を受けようとするときは、その旨を願書に
記載しなければならない。

同項第１号：商標に係る文字、図形、記号、立体的形状又は色彩が変化するものであって
、その変化の前後にわたるその文字、図形、記号、立体的形状又は色彩又は
これらの結合からなる商標 ※動き商標、ホログラム商標

同項第２号：立体的形状（省略）からなる商標（前号に掲げるものを除く。）※立体商標

同項第３号：色彩のみからなる商標（１号に掲げるものを除く。）※色彩のみからなる商標

同項第４号：音からなる商標 ※音商標

同項第５号：前各号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める商標」
※商標法施行規則第４条の７で、「経済産業省令で定める商標」とは「位置商標」であることが規定

新 商 標

願 書

商標タイプ
の記載

商標記載欄
商標の

詳細な説明
物 件

動き商標 要 要 要 不可

色彩のみ
からなる商標

要 要 要 不可

ホログラム商標 要 要 要 不可

位置商標 要 要 要 不可

音商標 要 要 任意 要
（音源データ）

66

願書の記載事項

商標出願や登録の印紙代は変更なし
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【書類名】 商標登録願

【整理番号】

【提出日】 平成２７年４月１日

【あて先】 特許庁長官 殿

【商標登録を受けようとする商標】

【○○商標】

【商標の詳細な説明】

【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】

【第 類】

【指定商品（指定役務）】

【商標登録出願人】

【住所又は居所】

【氏名又は名称】

【代理人】

【識別番号】

【氏名又は名称】

【手数料の表示】

【予納台帳番号】

【納付金額】

【提出物件の目録】

【物件名】商標法第５条第４項の物件 １
弁理士会東海支部意匠商標委員会 67

新しいタイプの商標の出願方法～出願の基本様式～

音商標の場合は、文字又は
五線譜等により記載する。

【動き商標】や【音商標】な
どと記載する必要がある。

音商標については、商標法第５
条第４項の物件として、その音を
MP３形式で記録したCD‐R又は
DVD‐Rを添付する。オンライン出

願の場合は、「手続補足書」を３
日以内に提出する。

～パターン１～ 標章が変化せずに移動する

【商標登録を受けようとする商標】

【動き商標】

【商標の詳細な説明】

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、時間の経過に伴う標章の変化の状態を示す
動き商標である。鳥が、左下から破線の軌跡に従って、徐々に右上に移動する様子を表している。この
動き商標は、全体として３秒間である。なお、図中の破線矢印は、鳥が移動する軌跡を表すための便
宜的なものであり、商標を構成する要素ではない。

弁理士会東海支部意匠商標委員会 68

願書への記載事項①

動 き 商 標

①標章の構成要素（鳥）
②構成要素の詳細な動き
③動き全体にかかる時間
（秒数）

④破線等が標章の構成
要素ではない

物件を提出できないので、商標の詳細な説明が重要になるが、
登録商標の範囲はあくまで商標記載欄の記載により確定する。

「動き」と「音」の組み合わせ商標は認められない。

このテキストで用いる画像等
は主に『商標審査基準説明
会テキスト』と2月25日に特許

庁ホームページで公表された
『新しいタイプの商標の出願
方法』から抜粋しています。
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～パターン２～構成要素が動きながら移動する・・・商標記載欄における図形等の位置に意味を持たせている

【商標登録を受けようとする商標】

【動き商標】

【商標の詳細な説明】

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、時間の経過に伴う標章の変化の状態を示す
５枚の図からなる動き商標である。なお、各図の右下隅に表示されている番号は、図の順番を表したも
のであり、商標を構成する要素ではない。鳥が、図１では、翼を閉じて、左下に位置する様子を表し、
図２は翼を上げ、図３は翼を下げ、図４は翼を上げ、図５は翼を下げ、図２から図５にかけて、徐々に右
上に移動する様子を表している。この動き商標は、全体として３秒間である。

弁理士会東海支部意匠商標委員会 69

願書への記載事項①

動 き 商 標

①単色の場合
【商標登録を受けようとする商標】

【色彩のみからなる商標】
【商標の詳細な説明】
商標登録を受けようとする商標は、赤色（パントン色番号○○番）のみからなるものである。

②複数の色彩の組み合わせの場合
【商標登録を受けようとする商標】

【色彩のみからなる商標】
【商標の詳細な説明】
商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、色彩の組合せのみからなるも
のである。色彩の組合せとしては、赤色（ＲＧＢの組合せ：Ｒ２５５，Ｇ０，Ｂ０）、青色
（ＲＧＢの組合せ：Ｒ０，Ｇ０，Ｂ２５５）、黄色（ＲＧＢの組合せ：Ｒ２５５，Ｇ２５５，
Ｂ０）、緑色（ＲＧＢの組合せ：Ｒ２５５，Ｇ１２８，Ｂ０）であり、配色は、上から順に、
赤色が商標の５０パーセント、同じく青色２５パーセント、黄色１５パーセント、緑色１０
パーセントとなっている。

弁理士会東海支部意匠商標委員会 70

願書への記載事項②

色彩のみからなる商標

【商標の詳細な説明】の欄には、色彩を特定
するための色彩名、三原色（RGB)の配合率、

色見本帳の番号、色彩の組合せ方（色彩を
組み合わせた場合の各色の配置や割合等）

等について記載する。

色見本帳の場合、
パントンやDICなど
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③商品等の色彩の位置に限定がある場合（色彩のみからなる商標）
【商標登録を受けようとする商標】

【色彩のみからなる商標】
【商標の詳細な説明】
商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、色彩のみからなるものであり

、包丁の柄の部分を赤色（ＤＩＣ色番号○○番）とする構成からなる。なお、包丁の柄の
部分の破線及び包丁の刃の部分の破線は、商品の形状の一例を示したものであり、商
標を構成する要素ではない。
【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】

【第８類】
【指定商品（指定役務）】包丁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【商標登録を受けようとする商標】

【色彩のみからなる商標】
【商標の詳細な説明】
商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、色彩のみからなるものであり、
ゴルフクラブ用バッグのベルトの部分を赤色（ＤＩＣ色番号○○番）とする構成からなる。
なお、ゴルフクラブ用バッグの破線は、商品の形状の一例を示したものであり、商標を
構成する要素ではない。
【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】

【第２８類】
【指定商品（指定役務）】ゴルフクラブ用バッグ

柄の部分を実線で囲むと
「位置商標」と認識される

位置が特定されても、その
位置は考慮されず、色彩が
商標登録の要件を満たす
かどうかが判断される

【商標登録を受けようとする商標】

【ホログラム商標】

【商標の詳細な説明】

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、見る角度により表示される内容が変わるホロ
グラム商標である。なお、各図の右下隅に表示されている番号は、図の順番を表したものであり、商標
を構成する要素ではない。左側から見た場合には、図の１に示すとおり、正面から見た場合には、図の
２に示すとおり、右側から見た場合には、図の３に示すとおりである。
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願書への記載事項③

ホログラム商標

①ホログラフィーその他の方法
による視覚効果の具体的説明、
②ホログラム商標を構成する標
章（文字、図形等）の説明、

③図を表す番号が標章の構成
要素ではない

ホログラフィーその他の方法による視覚効果の具体的説明の例
１）立体的に描写する効果を持たせたもの

２）光の反射により輝いて見える効果を持たせたもの
３）見る角度により別の図形や文字が表示される効果を持たせたもの
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【商標登録を受けようとする商標】

【位置商標】
【商標の詳細な説明】

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、標章を付する位置が特定された位置商標で
あり、包丁の柄の中央部分の周縁に付された図形からなる。なお、包丁の刃及び柄の部分の破線は、
商品の形状の一例を示したものであり、商標を構成する要素ではない。
【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】
【第８類】

【指定商品（指定役務）】包丁
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

～参考用～ ※商標審査基準説明会テキストに掲載されていた例

【商標登録を受けようとする商標】 ←柄の部分を実線で囲まないと「色彩のみからなる商標」と認識される

【位置商標】
【商標の詳細な説明】

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、標章を付する位置が特定された位置商標で
あり、包丁の柄の部分を赤色とする構成からなる。なお、包丁の刃の部分の破線は、商品の形状の一
例を示したものであり、商標を構成する要素ではない。
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願書への記載事項④

位置商標

その「位置」にあることで識別機能を発揮す
る商標を保護する。構成要素自体の識別力
が微妙な時には、「位置商標」で権利取得

するメリットがあると思われる。

【商標登録を受けようとする商標】

【位置商標】

【商標の詳細な説明】

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、標章を付する位置が特定された位置商標で
あり、ゴルフクラブ用バッグの側面下部に付された図形からなる。なお、ゴルフクラブ用バッグの破線は、
商品の形状の一例を示したものであり、商標を構成する要素ではない。

【指定商品又は指定役務並びに商品及び役務の区分】

【第２８類】

【指定商品（指定役務）】ゴルフクラブ用バッグ
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願書への記載事項④

位置商標
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【商標登録を受けようとする商標】

【音商標】
（略）

【提出物件の目録】
【物件名】商標法第５条第４項の物件 １

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【商標登録を受けようとする商標】

【音商標】
（略）

【提出物件の目録】
【物件名】商標法第５条第４項の物件 １

願書への記載事項⑤

音商標（物件（音声データ）が必要）

商標記載欄に、「文字」または「五線
譜」又はこの組み合わせで記載する。

【音商標】の記載を忘
れると、通常の文字商
標や図形商標とされて
しまうかもしれないので

注意する。

①音の種類（擬音語や擬態語等）
②音の長さ（時間）③音の回数
④音の順番⑤音の変化 など、

【商標の詳細な説明】に記載する
ような内容

五線譜への記載事項
：①音符②音部記号

（ト音記号等）③テン
ポ（メトロノーム記号や
速度標語）④拍子記
号（４分の４拍子等）

⑤言語的要素（歌詞
等が含まれるとき）

願書への記載事項⑤

音商標（物件（音声データ）が必要）
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「音商標」を出願する場合には、商標登録を受けようとする商標を記録した
以下の物件（光ディスク）の提出が必須

＜光ディスクの提出に関する注意事項＞
①光ディスクの媒体は、「CD-R」又は「DVD-R」。
②光ディスクに記録されるファイルは、MP3.
③光ディスクに記録されるファイルのサイズは５メガバイト以下。
④１つの光ディスクには、１出願分の１つのファイルのみ記録。
⑤ファイル名は、出願番号の数字を用いて「○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○.MP3」と

記載（例えば、出願番号が商願２０１５－３８４６９の場合は「201538469.MP3」）。
⑥光ディスクのラベル面に以下の１）～３）を記載。

１）「商標法第５条第４項の物件」
２）「事件の表示」

・出願番号
３）「出願人の氏名又は名称」

※音商標をオンライン手続で出願する場合には、商標登録願のみオンラインで提出し、オ
ンライン手続をした日から３日以内に、商標登録を受けようとする商標を記録した光ディス
クを添付した「手続補足書」を書面で提出する。
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動き商標の識別力の判断

『構成要素（文字、図形等）がそもそも識別力を有しているか』

『点が動いて軌跡が残る場合に、その表された線からなる標章が識別力を

有しているか』
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識別力①

動 き 商 標

文字や図形等の構成要素が識別力を有しない場合には、動き
商標に識別力が認められることは極めて少ないのではないか

色彩のみからなる商標の識別力の判断⇒基本的に、３条１項３号か６号で拒絶と考えられる

『色彩のみからなる商標は、原則として、自他商品・役務の識別力を有しない。』

（特許庁 新しいタイプの商標に関する審査の概要

http://www.jpo.go.jp/seido/s_shouhyou/new_shouhyou.htm）

１）３条１項２号（慣用商標） 「赤色、白色の組み合わせ」（婚礼の執行） など

２）３条１項３号（品質表示等）「商品が通常有する色彩等のみからなる商標は、原則として本

号の規定に該当」 《審査基準》

３）３条１項６号（その他識別力のないもの） 「３条１項３号の規定に該当するもの以外は、原則

として、本号の規定に該当」《審査基準》

弁理士会東海支部意匠商標委員会 78

識別力②

色彩のみからなる商標

３条２項によっても登録が認められる「色彩のみからなる
商標（特に、単色）」は少ないのではないかと予想される
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色彩のみからなる商標の３条１項３号該当性

《審査基準》「商品が通常有する色彩等のみからなる商標は、原則として本号の規定に該当」

『商品が通常有する色彩』とは、

（イ）自然発生的： 商品「木炭」に黒色

（ロ）機能確保のために通常使用または不可欠： 商品「自動車用タイヤ」に黒色

（ハ）商品の魅力の向上： 商品「携帯電話」にシルバー

（ニ）採用し得る色： 商品「冷蔵庫」に黄色

（ホ）色模様・背景色： 商品「コップ」に縦ストライプの黄色・緑色・赤色
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識別力②

色彩のみからなる商標（３条１項３号）

伝家の宝刀！？

商品や役務の提供で通常採用されていないような色彩でも、３条１項
３号審査基準の「商品の魅力の向上」や「採用し得る色」に当てはめる

か、それとも、３条１項６号に当てはめて、拒絶だと思われる。

ホログラム商標の識別力の判断 ⇒

『構成要素（文字、図形等）がそもそも識別力を有しているか』

『複数の表示面のそれぞれの文字・図形等に関連性がない場合には、

それぞれの識別力が判断され、そのうち一つでも識別力を有しているか』
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識別力③

ホログラム商標

＜審査基準＞

見る角度により別の表示面が見える効果が施されている場
合には、それぞれの表示面に表された文字や図形等の標
章が、第３条第１項各号の規定に該当するものであるかを
判断するとともに、その表示面の商標全体に占める割合、
表示される文脈、他の表示面の標章との関連性等を総合
して、商標全体として考察するものとする。
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位置商標の識別力の判断 ⇒

『構成要素（文字、図形等）及びそれが付される位置を総合勘案』

１．構成要素に識別力があれば、位置商標としても識別力あり

２．構成要素に識別力がない場合には、ほとんどの場合、商標

全体としても本来的な識別力はないと考えられる。

⇒ ほとんどの場合、３条２項の適用を受けて登録だろう
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識別力④

位置商標

構成要素そのものに識別力がある場合、位置商
標として権利取得するメリットは考えにくい。

構成要素自体の識別力が微妙な時には、「位置
商標」で権利取得するメリットがあると思われる。

音商標の識別力の判断

音商標を構成する『音の要素（音楽、自然音等）』と『言語的要素（歌詞

等）』という２つの要素を総合的に考慮する。

『言語的要素（歌詞等）』がある場合、それがそもそも識別力を有しているか
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識別力⑤

音 商 標

『音の要素』は
必ずあるが、

『言語的要素』
はある場合とな
い場合がある。

＜特許庁 新しいタイプの商標に関する審査の概要＞

商品が通常発する音、単音、自然音を認識させる音、楽
曲としてのみ認識される音等の要素からなる「音商標」につ
いては、原則として、自他商品・役務の識別力を有しない。
http://www.jpo.go.jp/seido/s_shouhyou/new_shouhyou.htm

『言語的な要素』にそもそも識別力があ
れば、音商標全体としても識別力あり
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１）３条１項１号（普通名称）・・・「言語的要素」のみが問題（普通名称を読み上げたにすぎないようなもの）

同項４号（ありふれた）・・「言語的要素」のみが問題（ありふれた氏等を読み上げたにすぎないようなもの）

２）３条１項２号（慣用商標）・・・「音楽的要素」（石焼き芋の売り声）（夜鳴きそばのチャルメラの音）

「言語的要素」（慣用商標を読み上げたにすぎないようなもの）

同項５号（極めて簡単）・・「音楽的要素」（単音やこれに準ずる極めて短い音）

「言語的要素」（５号に該当する文字等を単に読み上げたにすぎないようなもの）

３）３条１項３号（品質等表示）・・ １．商品が通常発する音

（イ） 商品から自然発生する音：商品「炭酸飲料」にシュワシュワ（はじける音）

（ロ） 機能確保のために通常使用される又は不可欠な音：

商品「スプレー式殺虫剤」にシューッ（スプレー音）

商品「目覚まし時計」にアラーム音（メロディーであっても該当）

２．役務の提供にあたり通常発する音

（イ） 役務の性質上、自然発生する音：

役務「焼肉の提供」にジュー（肉が焼ける音）

（ロ） 役務の提供にあたり通常使用される又は不可欠な音：

役務「ボクシングの興行」にカーン（ゴング音）
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識別力⑤

音 商 標

「機能確保」や「不
可欠な音」には該
当しないが、「魅力
向上」や「印象づけ
るような」音は、６号

に該当

４）３条１項６号（前号までのほか、識別力のないもの） ・・・

（イ） 自然音を認識させる音：風の吹く音や雷の鳴る音、それに似せた人工音

（ロ） 楽曲としてのみ認識される音：クラシック音楽、歌謡曲、オリジナル曲等

※CM等の広告におけるBGMなど

（ハ） 商品の機能確保や役務の提供に通常使用されずまた不可欠でもないが、

商品・役務の魅力等を向上させるにすぎない音：

商品「子供靴」にキュッキュッ（歩くたびに鳴る音）

（ニ） 広告等において需要者の注意を喚起したり、印象付けたり、効果音とし

て使用される音：

商品「焼肉のたれ」にコポコポ（ビールを注ぐ音）

※テレビCMの最後に流れる『ポーン』という注意喚起音
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識別力⑤

音 商 標

少なくとも、①CM全体に流れるメロディー、②店舗で常時
流れているメロディー、③CMでワンポイント的に流れるメ
ロディーのうち、①と②は本号に該当するのではないか。

自然音は
本来的に識
別力なし
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動き商標の類否の判断

『構成要素（文字、図形等）が似ていれば、動きが異なっていても、商標

全体としては、類似の可能性が高い』

『動き商標の構成要素（図形）が、図形商標と同一又は類似の場合、

動きいかんにかかわらず、両商標は類似と判断される可能性が高い』

『動き商標の軌跡が線で表されることで文字を形成する場合、文字商

標とは類似と判断される可能性が高い。』
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類 否①

動 き 商 標

＜審査基準＞

原則として、動きそのものについ
て、独立して自他商品役務の識
別標識としての機能を果たし得
る部分（以下「要部」という）とし

て抽出することはしない。

～動き商標の類否判断の視点～
１．文字図形等の構成要素そのもの
２．構成要素の移動の動き

色彩のみからなる商標の類否の判断

⇒色の３要素（色相（色合い）、彩度（鮮やかさ）、明度（明るさ）および色彩を組み合わせた商

標により構成される全体の外観を総合して、商標全体として考察

１）『単色の商標』と『複数色を組み合わせた商標』：原則として、非類似

≠

２） 『複数色を組み合わせた商標』同士：色彩の配置や割合等から判断

３）『単色の商標』と「文字商標」の類否について

≠ 赤
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類 否②

色彩のみからなる商標

単色同士の類否
判断は、３要素
を基準にして、
ある程度感覚的
な判断になるの

では？

観念の同一は無
視されている。
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ホログラム商標の類否の判断

※ここでは、「見る角度によって異なる文字等が表示される」ホログラム商標に限定していますので、詳細は審査基準で
確認してください。

⇒ 見る角度によって文字が異なるホログラム商標の複数表示面の標章が不可分的に

結合しているか否か

①

≠ MOUN

②

≒ HBG

≒ カタニ
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類 否③

ホログラム商標

＜審査基準＞

見る角度により別の表示面が見え
る効果が施され、ホログラム商標が
複数の表示面から構成されている
場合には、それぞれの表示面に表
された文字や図形等の標章から生
ずる外観、称呼及び観念をもとに
類否判断するものとする。この場合
には、その表示面の商標全体に占
める割合、表示される文脈、他の表
示面の標章との関連性等を総合し
て、商標全体として考察する必要

がある。

位置商標の類否の判断

１．構成要素そのものに識別力がある場合：

①位置に関わらず、位置商標同士は、原則類似

≒

②その構成要素（標章）と同一又は類似の文字商標または図形商標とは、原則類似

≒

２．構成要素そのものに識別力がない（単純な図形など）場合の位置商標同士の類否：総合考察

≒ ≒
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類 否④

位 置 商 標

＜審査基準＞

標章に自他商品役務の識別機能が認められ
ない場合、商品に付される位置等によって需要
者及び取引者に与える印象、記憶、連想等を
総合して全体的に考察しなければならない。

＜審査基準＞

位置はそれ自体が独立
して自他商品役務の識
別標識として認識され難
く、位置そのものは商標
の構成要素とはなってい
ない。このため、位置そ
のものを要部として抽出

することはしない。
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音商標の類否の判断は、「音の要素（メロディーやリズム、テンポなど）」と「言語的要素（歌詞
等）」の２つを総合して、商標全体として考察しなければならない。

第１ステップ：「音の要素」と「言語的要素」とを分離観察することが取引上不自然なほどに不可

分に結合しているかどうか （大抵は分離観察できるのではないか）

第２ステップ：「音の要素」と「言語的要素」のそれぞれの識別力の強弱（所謂「要部」）の判断

⇒ この場合、要部にならなかった要素は類否判断に影響を及ぼさない。

＜審査基準の例＞

（音商標A） （音商標B）

言語的要素：ジェーピーオー ≠ 言語的要素：エービーシー

音楽的要素：自他商品役務の識別機能 音楽的要素：自他商品役務の識別機能

が非常に弱い が非常に弱い

＜例えば・・・＞

（音商標A） （音商標B）

言語的要素：マツモトキヨシ ≠ ？？ 言語的要素：クマガワテツヤ

音楽的要素：自他商品役務の識別機能 音楽的要素：自他商品役務の識別機能

が非常に弱い？？？ が非常に弱い？？？
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類 否⑤

音 商 標

言語的要素
のみが要部の
場合は、基本
的に、文字商
標の類否判
断と同様にな
るのでは？

言語的要素が造語や著名な企業名など、極めて識別力が強く、それに比して、音楽的要素の識
別力が低いと考えられる場合 ⇒ 言語的要素のみが要部認定される場合がある

音楽的要素が著名なメロディーなど、極めて識別力が強く、それに比して、言語的要素の識別力
が低いと考えられる場合 ⇒ 音楽的要素のみが要部認定される場合がある

＜例えば・・・＞

言語的要素：タナカタロウ

音楽的要素：積水ハウス♪

音楽的要素のみからなる音商標間の類否判断について

⇒自他商品役務の識別機能を有する部分を要部として抽出し、音商標の類否を判断す
るにあたっては、少なくとも、メロディーが同一又は類似であることを必要とする。
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類 否⑤

音 商 標

メロディが非類似であれば、商
標全体としても両者は非類似

メロディーが同一・類似であ
れば、リズム、テンポ、音色を

加味して全体的に判断
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＜考えたいこと＞

１．「色彩のみからなる商標」は、原則として識別力は有しない。特に、単色の「色
彩のみからなる商標」は、登録が極めて厳しいと予想される。
２． 「色彩のみからなる商標」については、①それが単なる装飾ではないのか、②

需要者は色のみで商品・役務を区別できているのか？③どれくらいの期間にわた
ってその色を統一して使用しているか、などを検討して、 「色彩のみからなる商標
」（特に、単色）の登録の厳しさも考慮したうえで、出願するかのアドバイスを行う。

３．メロディーのみからなる「音商標」について、楽曲としてのみ認識される音など
は登録できない。ただ、サウンドロゴのような創作音は、本来的な識別力を有する
可能性があるので、音の要素を総合して全体として考察した結果、登録できる余
地を十分に残している。

４．「音商標」や「動き商標」を出願するか否かを検討する際に、文字商標や図形
商標では不十分なのかを考慮し、アドバイスを行う。

５．「ホログラム商標」の出願の是非について検討する。（表示される文字や図形
を登録すれば足りるのではないか？クレジットカードのホログラムを登録すること
の危険性は？）

６．「位置商標」の「位置」自体は標章の構成要素ではないので、審査は図形や文
字を中心に行われる。「位置商標」を取得するメリットは何か？

ご清聴ありがとうございました

平成２６年度

日本弁理士会東海支部意匠商標委員会
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